
資料２

「都道府県アルコール健康障害対策推進計画」に関する取組について

１）根拠規定
都道府県は、都道府県の実情に即した「推進計画」を策定するよう努めなければならない。

－ アルコール健康障害対策基本法（平成25年法律第109号。）第14条において規定 －

平成32年度までに、全都道府県で「推進計画」が策定されることを目標。
－ アルコール健康障害対策推進基本計画（平成28年5月31日閣議決定） V 推進体制等において規定 －

２）政府における目標

３）平成30年度「推進計画」策定促進のための事業

事業目的
推進計画の策定の有無にかかわらず、国の計画策定時に関わった有識者（アドバイザー）等を都道府県に派遣することにより、都道府

県におけるアルコール健康障害対策の取組や推進計画の策定のための支援の一助とする。

平成30年度実績
Ⅰ．宮城県(平成29年12月21日)派遣者：今成 知美 【NPO法人アスク代表】

Ⅱ．栃木県(平成30年2月19日)派遣者：今成 知美 【NPO法人アスク代表】

派遣までの流れ
厚生労働省が都道府県宛て希望調査を実施 → 派遣希望自治体の回答をもとに厚生労働省が派遣希望者等の調整 → 請負業

者であるNPO法人アスクが派遣希望自治体の派遣内容等を調整 → 希望日時に有識者（アドバイザー）等を派遣

事業目的
国や地方自治体、民間団体等におけるアルコール健康障害対策の取組を共有することにより、アルコール健康障害対策の取組や推進

計画の策定のための支援の一助とする。

平成30年度実績
平成30年5月21日（月）10:00 ～ 12:00 株式会社時事通信社内会議室にて開催

議題 ・国におけるアルコール健康障害対策の取組 ・都道府県におけるアルコール健康障害対策の取組（岩手県、愛媛県）
・基調講演「都道府県への有識者（アドバイザー）派遣について」（NPO法人アスク 今成代表）
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平成30年度アルコール関連問題啓発週間について①

□アルコール関連問題啓発週間の目的

アルコール健康障害対策基本法第10条に基づき、国民の間に広くアルコール関連問題に関する関心と理解を深めるため、当該趣旨にふさわし

い事業を国及び地方公共団体が実施されるよう努めるもの。

□アルコール関連問題啓発週間の期間

毎年11月10日～11月16日 [７日間]

□平成30年度「アルコール関連問題啓発週間」に伴う対応

①アルコール関連問題啓発フォーラム【厚生労働省主催＋都道府県共催】

厚生労働省主催＋都道府県との共催（４県）でアルコール健康障害対策をテーマとする基調講演等を

内容としたフォーラムを開催。

【共催都道府県】秋田県、埼玉県、愛媛県、佐賀県

【開 催 時 期】１１月１０日：厚生労働省 １１月１１日：佐賀県

１１月２１日：埼玉県 １１月２５日：秋田県

１２月１６日：愛媛県

②その他啓発イベント等

関係団体によるアルコール健康障害対策をテーマとしたチラシ配布やイベントの実施、その他各省庁及び地方自治体における主体的な

啓発事業等の実施。（30年度は27自治体で実施）

－平成30年度啓発ポスター－
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平成30年度アルコール関連問題啓発週間について②

○今年度は新潟市薬剤師会の協力のもと、市内全ての薬局に啓発ポスターを掲示

平成30年度啓発ポスター□アルコール関連問題啓発ポスターの配布
地方公共団体のほか、関係省庁の協力の下、小学校・中学校・高等学校・

大学等の各種学校、警察署、公共交通機関等に配布（約45,000部）

【配布時期】10月上旬より配布、掲示

□政府広報を活用した広報活動
政府広報を活用し本週間を紹介、期間中にヤフーバナーに広告を掲載。

－ヤフーバナー広告－
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日時 11月10日（土） 13:30～17:00

場所 ベルサール西新宿（東京都新宿区西新宿4－15－3 住友不動産西新宿ビル3号館）

（主なプログラム）

PART1 基調講演

・講演①「女性の飲酒とアルコール依存症」

（岩原 千絵：久里浜医療センター精神科医師）

・講演②「アルコール依存症と家族」（東 ちづる：女優）

PART2 「飲酒と飲酒問題に関する疑問に答える・誤解を解く」

・twitterで公開募集した質問への回答

・断酒会の模擬例会

・リカバリーパレード・コーラス

PART3 「アルコール依存症に対する正しい認識を」

・SBIRTSのすすめ（ロールプレイ）

・パネルディスカッション（テーマ：アルコール依存症に対する認識）

アルコール関連問題啓発フォーラム2018 in Tokyo（厚生労働省主催）
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①アルコール関連問題啓発フォーラム in 佐賀（11月11日（日） 13:30～16:30）

・講演「アルコールについての基礎知識」：武藤 岳夫（肥前精神医療センター）

・佐賀県アルコール健康障害対策関連政策紹介

・体験談「自助グループの力」：NPO法人佐賀県断酒連合会

・対談：森重 樹一（ZIGGY）、杠 岳文（肥前精神医療センター院長）、一ノ瀬 裕子（フリーアナウンサー）

・ミニライブ： 森重 樹一（ZIGGY）

②アルコール関連問題啓発フォーラム in 埼玉（11月21日（水） 14:00～16:30）

・基調講演「アルコール依存症の父を持った娘としての経験」：菊池 真理子（漫画家）

・トークセッション「お酒とのつきあい方」：前園 真聖（元サッカー日本代表）、菊池 真理子（漫画家）、

吉岡 幸子（大学教授）、合川 勇三（精神科医師）

③アルコール関連問題啓発フォーラム in 秋田（11月25日（日） 13:30～16:00）

・基調講演「お酒と健康的に付き合う方法」：見城 美枝子（青森大学副学長）

・シンポジウム 「アルコール健康障害とは」 「秋田県酒造組合の取組」 「産業医から見たアルコール健康障害」他

④アルコール関連問題啓発フォーラム in 愛媛（12月16日（日） 13:30～16:00）

・基調講演：辻本 士郎（ひがし布施クリニック院長）

・愛媛県アルコール健康障害対策推進基本計画について

・「県内の断酒会活動の取り組みについて」：伊賀上 秀樹（NPO法人愛媛県断酒会理事長）

アルコール関連問題啓発フォーラム2018 （都道府県共催）
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□依存症の理解を深めるための普及啓発事業
①依存症の理解を深めるための普及啓発イベント

（愛知・大阪イベント）

日時：平成31年2月17日（日）場所：プライムツリー赤池 プライムホール（愛知県日進市）

平成31年2月23日（土）場所：三井アウトレットパーク大阪鶴見 イベントスペース（大阪市）

出演者：濱口優（よゐこ）、依存症理解啓発サポーター 前園真聖、

松本俊彦（ＮＣＮＰ)、田中紀子（公社ギャンブル依存症問題を考える会）他

（東京イベント）

日時：平成31年3月6日（水）場所：時事通信ホール 時事通信ビル2F （東京都中央区）

出演者：清原和博（元プロ野球選手）、大森靖子（超歌手）、

依存症理解啓発サポーター 前園真聖、松本俊彦（ＮＣＮＰ)

②特設WEBサイト、ＳＮＳを活用した情報発信
◆特設WEBサイト(厚労省依存症対策HPよりアクセス可）を開設し、イベント開催、マンガ、動画等により

依存症に関する正しい知識を啓発。Twitter：依存症なび(https://twitter.com/izonshonavi）

◆コンテンツ配信：依存症に関する正しい理解の促進のためのマンガ、動画を特設WEBサイトで配信。

③依存症の理解を深めるための普及啓発シンポジウム
日時：平成31年３月10日（日） 13:00 ～ 17:00 場所：SMBCホール（東京都千代田区）

④ＹＡＨＯＯ！ＪＡＰＡＮで依存症の特別企画を実施 期間：平成31年３月６日～３月24日

□その他
依存症の理解を深めるための普及啓発リーフレット
相談窓口として、各種民間団体（自助グループ・支援団体）の連絡先を掲載。

平成30年度 依存症の理解を深めるための普及啓発

○ アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存症は、適切な治療とその後の支援によって、回復可能な疾患。
○ その一方で、依存症に関する正しい知識と理解が得られていない上、依存症への偏見、差別もあり、依存症の方やその家族
が適切な治療や支援に結びついていないという課題がある。

○ こうした課題の解決に向けての取組として、イベントやSNSをはじめとする各種媒体で情報発信を進める。

大森靖子

■依存症啓発漫画
三森みささんが、依存症をテーマ
にした啓発内容の漫画を制作。

■依存症啓発動画
YouTuberとしても活躍するお笑い
芸人（せやろがいおじさん）が「依存
症に対する偏見について物申す」動
画を制作。

特設WEBサイト

依存症理解啓発サポーター
前園真聖

濱口優（よゐこ）
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都道府県等において依存症の関連問題に取り組む民間団体の支援を行う。平成30年度：25自治体（17県・8市）で実施。

平成31年2月・3月 依存症の理解を深めるための普及啓発イベント（愛知・大阪・東京）の開催

平成31年3月10日 依存症の理解を深めるための普及啓発シンポジウム（東京都千代田区）の開催

（概要）

アルコール・薬物・ギャンブル等の『依存症対策全国拠点機関』として独立行政法人国立病院機構久里浜医療センターを指定し、国

立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターと連携しながら地域における指導者の養成等を実施し、依存症医療・支援体制の

整備を推進する。

（事業内容）

(1)依存症の相談・治療等に係る指導者養成事業 (2)依存症回復施設職員研修 (3)全国会議の開催

(4)依存症に関する情報収集 (5)依存症に関する普及啓発

依存症対策の推進に係る平成30年度予算及び事業実績 6.1億円
平成30年度予算

＋地域生活支援事業34億円の内数

全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備 69百万円

地域における依存症の支援体制の整備 449百万円

（概要）

都道府県等において、『依存症相談拠点の設置』等による相談支援体制の整備を図るとともに、『依存症専門医療機関の選定』等に

よる医療提供体制の整備を図るなど、地域における依存症の支援体制の整備を推進する。

（主な取組内容）

(1)精神保健福祉センター等への依存症相談員の配置

平成29年度： 8自治体 →  平成30年度：35自治体（27道府県・8市）で配置（平成31年2月14日現在）

(2)依存症の専門医療機関の選定

平成29年度：３自治体 → 平成30年度：29自治体（21道府県・8市）で選定（平成31年2月14日現在）

依存症に関する普及啓発の実施 95百万円

アルコール・薬物・ギャンブル等の民間団体支援 地域生活支援促進事業34億円の内数
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